
随意契約一覧表

 ※政令とは、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令のことをいう。

契約金額（税込）（単位：円）
当初 変更経過 最終（現時点）

001 令和6年10月21日 ふるさと納税支援業務委託（Amazon）
予定
総額

14,454,000 14,454,000 
行財政局総務部総務
課

アマゾンジャパン合同会社
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

002 令和6年10月31日 ふるさと納税支援業務委託（ふるさとプレミアム）
予定
総額

8,663,000 8,663,000 
行財政局総務部総務
課

株式会社ユニメディア
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

003 令和6年12月17日 財務会計システムに係るミドルウェア等の再リース 　 56,482,800 56,482,800 
行財政局総務部総務
事務センター

ＦＬＣＳ株式会社 政令第１１条第１項第２号 物品

004 令和6年12月18日
令和７年度給与制度改正に係るシステム改修（扶養手当・住居
手当）

　 13,671,020 13,671,020 
行財政局総務部総務
事務センター

「人事給与庶務事務システム
給与制度改正に係る改修業務
（扶養手当・住居手当）」に係
るコンソーシアム

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

005 令和6年12月18日 令和６年度　庶務事務システム保守 　 12,586,750 12,586,750 
行財政局総務部総務
事務センター

「令和6年度　庶務事務システム
保守」に係るコンソーシアム

地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

006 令和6年04月01日 kintoneのライセンス調達業務等 　 5,325,650 6,409,150 
行財政局人事部人事
課

株式会社大塚商会
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品 有

007 令和6年12月02日 税証明書コンビニ交付システム賃貸借業務 　 178,057,440 178,057,440 
行財政局税務部税制
課

税証明書コンビニ交付システム
賃貸借業務に係るコンソーシア
ム

政令第１１条第１項第２号 物品

008 令和7年01月06日 税務システム標準化に伴う支援業務 　 132,000,000 132,000,000 
行財政局税務部税制
課

有限責任監査法人トーマツ
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品 有 有 2

009 令和6年11月29日
固定資産税・都市計画税（土地・家屋）課税支援システム新環
境移行業務

　 14,960,000 14,960,000 
行財政局税務部資産
税課

株式会社両備システムズ
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

010 令和6年10月17日
令和7年度当初課税　固定資産税・都市計画税（土地・家屋）納
税通知書の作成等に係る業務委託

　 27,938,900 27,938,900 
行財政局税務部資産
税課

株式会社ＤＮＰデータテクノ
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品 有

011 令和6年11月19日
臨時窓口（各区役所・支所内に設置）における個人市民税・府
民税の申告等に伴う業務委託

　 15,336,200 15,336,200 
行財政局市税事務所
市民税室市民税第一
担当

株式会社マイナビワークス
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品 有

012 令和6年12月12日 市税事務所（ビル葆光）における電話設備更新業務 　 9,110,970 9,110,970 
行財政局市税事務所
市民税室市民税第一
担当

西日本電信電話株式会社
地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第２号

物品

契約日 件　　　　　　　　名 担当所属名 契約の相手方の名称 根拠法令
学識経験者等の市職員
以外の者の参加者数

種別
学識経験者等の市職員
以外の者の参加の有無

プロポーザル等の企画提案
方式による決定の有無



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

ふるさと納税支援業務委託契約（Amazon） 

 

２ 担当所属名 

行財政局総務部総務課 

 

３ 契約締結日 

令和６年１０月２１日 

 

４ 履行期間 

令和６年１０月２１日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

東京都目黒区下目黒１－８－１ ＡＲＣＯ ＴＯＷＥＲ 

アマゾンジャパン合同会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

（予定総額）１４，４５４，０００円 

 

７ 契約内容 

ふるさと納税ポータルサイト納税支援業務委託契約 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

現在、ふるさと納税については、ふるさと納税ポータルサイトを経由する寄付が主流となってお

り、そのポータルサイトにより寄付額が大きく左右されることから、その特徴などを総合的に比較

検討する必要がある。アマゾンジャパン合同会社が運営する予定であるふるさと納税ポータルサイ

ト「Amazonふるさと納税」を導入した場合、アマゾン会員への直接的な訴求効果があり、また早期

配送サービスの適用で更なる寄付増加が見込まれることから、契約を締結するものである。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

  上記８のとおり 

 
 
 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

ふるさと納税支援業務委託契約（ふるさとプレミアム） 

 

２ 担当所属名 

行財政局総務部総務課 

 

３ 契約締結日 

令和６年１０月３１日 

 

４ 履行期間 

令和６年１０月３１日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

東京都千代田区内幸町２－２－３ 日比谷国際ビル６階 

株式会社ユニメディア 

 

６ 契約金額（税込み） 

（予定総額）８，６６３，０００円 

 

７ 契約内容 

ふるさと納税ポータルサイト納税支援業務委託契約 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

現在、ふるさと納税については、ふるさと納税ポータルサイトを経由する寄付が主流となってお

り、そのポータルサイトにより寄付額が大きく左右されることから、その特徴などを総合的に比較

検討する必要がある。株式会社ユニメディアが運営するふるさと納税ポータルサイト「ふるさとプ

レミアム」については、現在旅行系返礼品のラインナップが少なく、京都市の返礼品を掲載すれば、

旅行系の返礼品を求めるサイト利用者に直接的に訴求する効果が期待できる。また、年収１億円以

上の富裕層向けにコンシェルジュサービスを展開しており、寄付上限額の高い富裕層からの更なる

寄付増加が見込まれることから、契約を締結するものである。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

  上記８のとおり 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

財務会計システムに係るミドルウェア等の再リース 

 

２ 担当所属名 

行財政局総務部総務事務センター 

 

３ 契約締結日 

令和６年１２月１７日 

 

４ 履行期間 

令和６年１２月１７日から令和９年９月３０日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

  京都府京都市下京区仏光寺通烏丸東入上柳町３３１番地 

FLCS株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

５６，４８２，８００円 

 

７ 契約内容 

財務会計システムの機器及びミドルウェア等のリース満了に伴い、当該機器及びミドルウェア

等の賃貸借契約の更新を行う。 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

現行のリース契約の相手方であるＦＬＣＳ株式会社京都支店以外の者から再リースした場合、

新たなミドルウェア等へ対応するための更新作業が必要になるとともに、次期の財務会計システ

ムの構築スケジュールにも影響（遅延）を与える可能性がある。 

以上のことから、本契約をＦＬＣＳ株式会社京都支店と締結しなければ、既調達システムの使

用に著しい支障があるため。 

 

９ 根拠法令 

□地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

■地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第２号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 



随意契約締結結果報告書 
 

１ 件名 

令和７年度給与制度改正に係るシステム改修（扶養手当・住居手当） 

 

２ 担当所属名 

   行財政局総務部総務事務センター 

 

３ 契約締結日 

令和６年１２月１８日 

 

４ 履行期間 

令和６年１２月１８日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

「人事給与庶務事務システム 給与制度改正に係る改修業務（扶養手当・住居手当）」に係るコン

ソーシアム 

京都市下京区四条通烏丸東入ル長刀鉾町８ 京都三井ビルディング 

代表者 日本電気株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

１３，６７１，０２０円 

 

７ 契約内容 

人事給与システム及び庶務事務システムについて、給与制度改正（扶養手当・住居手当）対応に

必要となるシステムの改修作業および附帯作業を行う。 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

庶務事務システムは、本市独自の仕様によるシステムであり、システムの不正な改ざん等を防止

する目的から非公開としている。そのため、システムの運用等を迅速かつ正確に実施することがで

きる特殊技術は、当該庶務事務システムを開発し、現在に至るまで保守管理を委託している上記契

約先のみが有しており、他の業者では実施することが不可能である。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 



随意契約締結結果報告書 
 

１ 件名 

令和６年度 庶務事務システム保守 

 

２ 担当所属名 

行財政局総務部総務事務センター 

 

３ 契約締結日 

令和６年１２月１８日 

 

４ 履行期間 

令和７年１月１４日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

「令和６年度 庶務事務システム保守」に係るコンソーシアム 

京都市下京区四条通烏丸東入ル長刀鉾町８ 京都三井ビルディング 

代表者 日本電気株式会社 

 

６ 契約金額（税込み） 

１２，５８６，７５０円 

 

７ 契約内容 

庶務事務システムの保守業務及び障害対応 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

庶務事務システムは、日本電気株式会社が本市との綿密な協議を重ねて開発したものであり、本

システムについて新たに開発された部分に関する著作権は本市に帰属しているが、日本電気株式会

社が従前から権利を有する部分に関する著作権については、同社に帰属している。 

本件委託の内容には、同社に著作権が帰属している部分についての業務が多く含まれており、庶

務事務システムの保守業務及び障害対応を迅速かつ正確に実施することができる特殊技術は、当シ

ステムを設計開発し、一部著作権が帰属する日本電気株式会社のみが有しており、他の業者では保

守業務を行うことは不可能である。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

kintoneのライセンス調達業務等 

 

２ 担当所属名 

行財政局人事部人事課 

 

３ 契約締結日 

令和６年４月１日 

 

４ 履行期間 

令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

京都市中京区烏丸通御池下る虎屋町５６６－１ 

株式会社大塚商会 

 

６ 契約金額（税込み） 

（当 初）５，３２５，６５０円 

（変更後）６，４０９，１５０円 

 

７ 契約内容 

kintoneライセンス及びプラグインツールの調達及びkintone活用に対するコンサルティング・サ

ポート等 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

（随意契約の理由） 

本市業務にKintoneを導入することで、本市職員の作業時間を削減し、行政事務の効率化と市民

サービスの向上を図ることを目的としている。したがって、単にkintoneを提供できる業者であれ

ば何でもよいということではなく、上記目的を達成するため、アプリケーション開発代行や教育

研修等の支援実績、官公庁への実績などが必要である。 

そのため、当該業務の調達契約は価格競争である競争入札には適さないことから、公募型プロ

ポーザルにより業者を選定し、随意契約を締結している。 

（変更理由） 

kintoneの需要及び活用の機運が高まっていることに伴い、委託業者伴走による支援を見直す

必要が生じたため。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 



□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

税証明書コンビニ交付システム賃貸借業務 

 

２ 担当所属名 

行財政局税務部税制課 

 

３ 契約締結日 

令和６年１２月２日 

 

４ 履行期間 

令和７年１月１日から令和１０年１２月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

税証明書コンビニ交付システム賃貸借業務に係るコンソーシアム 

東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 

代表者 株式会社ＪＥＣＣ  

 

６ 契約金額（税込み） 

１７８，０５７，４４０円 

 

７ 契約内容 

税証明書コンビニ交付システムのリースを受けるとともに、それに付随してシステムの再構築や

保守等の役務の提供を受ける。 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

 ・現行のコンビニ交付システムは、日本電気株式会社（以下「ＮＥＣ」という。）製のパッケージシ

ステムにより、ＮＥＣなどで構成されるコンソーシアムで構築し、保守を行っている。 

 ・税証明書用コンビニ交付システムについても、次の理由から、現行のコンビニ交付システムを引

き継ぎ、ＮＥＣ社製パッケージシステムを用いて再構築を行う。 

  ア  同じＮＥＣ社製パッケージシステムを用いるため、ＮＥＣ社製大型汎用電子計算機（以下

「ＡＣＯＳシステム」という。）で稼働する税務オンラインシステムや住基オンラインシステ

ム、個人市・府民税課税支援システム、新旧連携システムなどの、コンビニ交付システムと

連携する既存システムへの影響がないこと。 

  イ  ＮＥＣ以外の事業者もコンビニ交付システムのパッケージを保有しているものの、システ

ムを入れ替える場合は、ＡＣＯＳシステムや新旧連携システムなどの既存システムを改修す

る必要があり、工数及び経費が増大することが明らかであること。 

  ウ  ＮＥＣ以外の事業者が税証明書用コンビニ交付システムを構築する場合であっても、ＡＣ

ＯＳシステムなど関連システム間の連携構成をはじめ、本市ネットワーク基盤（基幹系ネッ

トワーク、ＬＧＷＡＮ系ネットワーク、二代目基幹系共通基盤）との関連性を熟知・精通し

ている業者は、これらを構築し保守を実施しているＮＥＣのみであることから、ＮＥＣとも



設計支援等に係る委託契約が必要となること。 

 ・なお、ＮＥＣ社製パッケージシステムを提供・開発できるのは、当該パッケージシステムの著作

権を有するＮＥＣのみである。 

 ・また、税証明書用コンビニ交付システムの動作環境については、パッケージシステムの各種機能

を正常に動作させ、システムを安定的に運用するため、ＮＥＣが動作保証する機器等を使用しな

ければならない。ＮＥＣからは指定する機器以外での動作保証はしかねると言われており、指定

する機器以外を使用することにより、システムの稼働に支障が生じた場合は、ＮＥＣでは保守困

難なこともあり、コンビニでの証明書交付が一定期間にわたり停止するなど、市民生活に多大な

影響を与えることになる。 

 ・したがって、本業務を履行できるのは、必要な専門的知識・技術を有し、ＮＥＣ社製パッケージ

を提供・開発・保守することができるＮＥＣ及び同社から技術情報等の提供を受け、本業務を履

行するに当たり必要となる詳細な技術情報や高度な専門技術及び知識を持つＮＥＣソリューショ

ンイノベータ株式会社、並びにＮＥＣが動作保証する機器のリース会社としてＮＥＣが指定する

株式会社ＪＥＣＣなどで構成されるコンソーシアムに限定されることから、同コンソーシアムと

随意契約を行う。 

 

９ 根拠法令 

□地方自治法施行令第１６７条の２第１項第   号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

☑地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第２号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

税務システム標準化に伴う支援業務 

 

２ 担当所属名 

行財政局税務部税制課 

 

３ 契約締結日 

令和７年１月６日 

 

４ 履行期間 

令和７年１月６日から令和８年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

京都市下京区四条烏丸東入長刀鉾町２０番地 四条烏丸ＦＴスクエア 

有限責任監査法人トーマツ 京都事務所 

 

６ 契約金額（税込み） 

１３２，０００，０００円 

 

７ 契約内容 

税務システムの標準化に伴い必要となる標準準拠システムの調達仕様書の作成及び標準準拠シス

テムへの円滑な移行への支援業務 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

標準仕様書に基づくシステム導入の経験・ノウハウが少ないことが課題であるため、価格だけで

はなく、事業者が有する税務システムの標準化に関わる知見や標準準拠システム導入に係る支援ノ

ウハウ等により、取組内容や成果物に顕著な差異が現れる。 

よって、競争入札に適さないため、プロポーザルに基づく随意契約により、価格以外の要素も踏

まえ契約の相手方を選定する。なお、学識経験者等の市職員以外のもの２名が評価基準の作成に参

画している。 

【企画提案内容】 

・事業者が保有する税務システム標準化に係る支援業務の知識・ノウハウ・支援実績・経験及びプロ

ジェクトの責任者、担当者が保有する税務システム標準化に係る支援実績・経験 

・実施体制、要員等に関すること 

・委託内容に対する進め方、取組方法。また、それらの考え方やねらい、目的 

・受託にあたって、本市への要望 

・提案の実施するにあたって、本市側に見込まれる負荷 

・その他、評価基準書による評価に資する情報 

 

 



９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

公募型プロポーザルを実施し、業者選定を行った結果、１者のみの応募であったため。 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

固定資産税・都市計画税（土地・家屋）課税支援システム新環境移行業務 

 

２ 担当所属名 

行財政局税務部資産税課 

 

３ 契約締結日 

令和６年１１月２９日 

 

４ 履行期間 

令和６年１２月２日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

岡山市南区豊成二丁目７番１６号 

株式会社両備システムズ 

 

６ 契約金額（税込み） 

１４,９６０,０００円 

 

７ 契約内容 

最新のクラウド環境及びクライアントパソコンに京都市が保有するシステムデータ等を移行、設

定及び配備する。 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

課税支援システムは、株式会社両備システムズが開発したパッケージを利用し、構築したもので

あり、新環境へ移行するためには、現在稼働中のシステムにおける詳細な技術情報とともに、高度

な専門技術、知識及びソフトウェア著作権がないと新環境へ移行できないため。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 

 

 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

令和７年度当初課税 固定資産税・都市計画税(土地・家屋)納税通知書の作成等に係る業務委託 

 

２ 担当所属名 

行財政局税務部資産税課 

 

３ 契約締結日 

令和６年１０月１７日 

 

４ 履行期間 

令和６年１０月１８日から令和７年４月３０日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

埼玉県蕨市錦町四丁目５番１号 

株式会社ＤＮＰデータテクノ 

 

６ 契約金額（税込み） 

２７，９３８，９００円 

 

７ 契約内容 

⑴ 固定資産税・都市計画税（土地・家屋）の納税通知書作成等 

⑵ 固定資産税・都市計画税（土地・家屋）の納税通知書サンプル品等作成 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

当委託業務は、個人情報の取扱いに係る安全性を確保した上で、約５４万通の固定資産税等納

税通知書を短期間で正確かつ確実に作成するとともに、固定資産税の制度等について納税者によ

り分かりやすく伝えるため、デザインを含めた成果物の品質向上を図ることが必要であり、契約

の相手方の能力、技術、センス、経験に基づくノウハウ等により履行内容又は履行方法その他に

顕著な差異が現れるものであることから入札に適さず、事業者の能力、提案を評価するプロポー

ザル方式により、契約の相手方を選定することが適当であるため。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

公募型プロポーザルを実施し、提案業者を募集したところ２社から参加表明があり、そのうち

評価の高かった株式会社DNPデータテクノを契約の相手方として選定した。 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

臨時窓口（各区役所・支所内に設置）における個人市民税・府民税の申告等に伴う業務委託 

 

２ 担当所属名 

行財政局市税事務所市民税室市民税第一担当 

 

３ 契約締結日 

令和６年１１月１９日 

 

４ 履行期間 

令和６年１１月２０日から令和７年３月３１日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

京都市下京区四条通烏丸東入長刀鉾町８ 京都三井ビルディング４階 

株式会社マイナビワークス 京都支社 

 

６ 契約金額（税込み） 

１５，３３６，２００円 

 

７ 契約内容 

各区役所・支所内に設置する臨時窓口における以下の業務 

 ➀個人市民税・府民税申告書の受付（記入補助を含む）・点検 

 ➁来庁者が記載した確定申告書の収受 

 ➂用件に応じた窓口の案内等、来庁者への対応 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

多数の来庁者が見込まれる窓口で円滑に上記７の業務を実施するため、主として価格以外の要素

における競争によって契約の相手方を選定することとし、公募型プロポーザル方式による企画選定

を実施した。複数の事業者から企画提案書の提出があったが、窓口の運営体制について具体的な提

案があり、類似業務の受注実績があるなど、評価点が最も高く、本業務を適切に履行する能力を有

すると認められた事業者を契約の相手方として選定し、随意契約を締結する。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 



随意契約締結結果報告書 

 

１ 件名 

市税事務所（ビル葆光）における電話設備更新業務 

 

２ 担当所属名 

行財政局市税事務所市民税室市民税第一担当 

 

３ 契約締結日 

令和６年１２月１２日 

 

４ 履行期間 

令和６年１２月１２日から令和７年２月２８日まで 

 

５ 契約の相手方の住所及び商号等 

京都市中京区烏丸三条上る場之町６０４番地 

西日本電信電話株式会社 京都支店 

 

６ 契約金額（税込み） 

９，１１０，９７０円 

 

７ 契約内容 

市税事務所（ビル葆光）ＩＰ電話の電話交換設備の更新 

 

８ 随意契約の理由（変更契約の場合は変更理由） 

市税事務所（ビル葆光）の電話設備は西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）

が開設し、設備そのものはリース契約後に京都市所管となっているものの、各区役所・支所及び市

役所本庁舎と内線電話及び内線転送ができる仕様となっており、電話回線もＮＴＴ西日本の回線を

使用しているため、ＮＴＴ西日本における各種設定が必要である。 

以上のことから、ＮＴＴ西日本が本業務を実施できる唯一の業者であるため、随意契約を締結す

る。 

 

９ 根拠法令 

■地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項(地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第  号) 

□地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第   号 

 

10 契約の相手方の選定理由 

上記８のとおり 


